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望まない受動喫煙の防止を図るため、多数（２名以上）の者が利用する施設等の区分に応じ、当該施設等の一定の場
所を除き喫煙を禁止するとともに、当該施設等の管理について権原を有する者が講ずべき措置等について定める。

【基本的考え方 第１】「望まない受動喫煙」をなくす
受動喫煙が他人に与える健康影響と、喫煙者が一定程度いる現状を踏まえ、屋内において、受動喫煙にさらされることを望まない

者がそのような状況に置かれることのないようにすることを基本に、「望まない受動喫煙」をなくす。

【基本的考え方 第２】受動喫煙による健康影響が大きい子ども、患者等に特に配慮

子どもなど20歳未満の者、患者等は受動喫煙による健康影響が大きいことを考慮し、こうした方々が主たる利用者となる施設や、

屋外について、受動喫煙対策を一層徹底する。

【基本的考え方 第３】施設の類型・場所ごとに対策を実施

「望まない受動喫煙」をなくすという観点から、施設の類型・場所ごとに、主たる利用者の違いや、受動喫煙が他人に与える健康影響の程度

に応じ、禁煙措置や喫煙場所の特定を行うとともに、掲示の義務付けなどの対策を講ずる。

その際、既存の飲食店のうち経営規模が小さい事業者が運営するものについては、事業継続に配慮し、必要な措置を講ずる。

改正の趣旨

健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号） 概要
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2名以上が利用



１「たばこの煙を防止するための技術的基準」を満たすこと

※２０２０年４月１日時点で存在する施設に限り経過措置あり。また、階が複数に分かれていて、

要件を満たす場合はフロア分煙も可能。

２ 施設の出入口と喫煙室の出入口の標識を掲示すること

３ 室内には客、従業員ともに、２０歳未満の者を立ち入らせないこと。

４ 喫煙専用室で飲食をさせないこと（喫煙専用室のみ）

５ 施設の広告や宣伝等の媒体に、喫煙室を設置している施設である旨を明記すること（加熱式た

ばこ専用喫煙室のみ）

喫煙専用室・加熱式たばこ専用喫煙室設置の要件

喫煙専用室・加熱式たばこ専用喫煙室の設置施設のイメージ図
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喫煙専用室等の設置基準や掲示する標識の例は県健康増進課のホームページに掲載していますの

でご確認ください。（トップ→医療・健康・福祉・→健康・保健→健康情報→たばこ対策メニュー

→受動喫煙対策（健康増進法の改正により受動喫煙対策が強化されます。））
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１ 技術的基準 「室外への煙の流出防止措置」を講ずることが必要

○流出防止のための技術的基準

・喫煙室の入口で、室外から室内に向かう風速が0.2ｍ/秒以上

・たばこの煙が室外に流出しないように壁や天井等により区画されている。
・たばこの煙が屋外に排気されていること

たばこの煙の流出を防止するための技術的基準

２ 技術的基準に関する経過措置

２０２０年４月１日時点で既に存在している建築物で、施設管理者等の責めに帰すことができない

事由によって１－１の基準を満たすことが困難である場合、たばこの煙を十分に浄化し室外に排
気するために必要な措置を講じることにより、１－１と同等程度に煙の流出を防止することがで

きることとする。

○たばこの煙を十分に浄化し室外に排気するために必要な措置

次の要件を満たす機能を有した脱煙機能付き喫煙ブースを設置すること

・当該ブースから排出された気体が室外に排気されるものであること
・総揮発性有機化合物の除去率が95％以上

・浄化され、室外に排気される空気における浮遊粉じんの量が0.015mg/m3以下
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１－１ 職場における受動喫煙対策に関する相談支援
受動喫煙防止に関する相談窓口、実地指導、説明会、講師派遣等を無料で実施。

受託先 一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会

１－２ 受動喫煙対策に関する職場内環境測定支援

職場での受動喫煙対策にあたり、デジタル粉じん系・風速計の貸出を無料で実施。

受託先 柴田科学株式会社

対象となる事業主 中小企業かつ労働者災害補償保険の適用事業主

助成対象

以下の措置に係る工費、設備費、備品費、機械装置費等
・喫煙専用室、加熱式たばこ専用喫煙室の設置・改修
・屋外喫煙所の設置・改修
・換気装置の設置等（既存特定飲食提供施設のみ）

助成率 1／2（飲食店は2／3）

上限額 100万円

職場での受動喫煙対策にかかる国の支援事業

２ 受動喫煙防止対策助成金（窓口は山梨県労働局雇用環境・均等室）

各支援事業の詳細は厚生労働省ホームページ（ホーム→政策について→分野別の政策一覧→雇
用・労働→労働基準→安全・衛生→職場における受動喫煙防止対策について）をご確認ください。
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（参考）



改正健康増進法における義務違反者への対応の整理について

義務対象 義務の内容 指導・助言 勧告・公表・命令 過料（※２）

全ての者

喫煙禁止場所における喫煙禁止 △（※１） ○（命令に限る） ○（30万円以下）

紛らわしい標識の掲示禁止
・標識の汚損等の禁止

○ － ○（50万円以下）

施設等の管理権原者

＊を付した項目は、管理権
原者に加え、施設の管理者
にも義務が発生する。

喫煙器具・設備等の撤去等＊ ○ ○ ○（50万円以下）

喫煙室の基準適合 ○ ○ ○（50万円以下）

施設要件の適合
（喫煙目的施設に限る）

○ ○ ○（50万円以下）

施設標識の掲示 ○ － ○（50万円以下）

施設標識の除去 ○ － ○（30万円以下）

書類の保存（喫煙目的施設・既
存特定飲食提供施設に限る）

○ － ○（20万円以下）

立入検査への対応＊ － － ○（20万円以下）

20歳未満の者の喫煙室への立入禁止＊ ○ － －

広告・宣伝（喫煙専用室以外の
喫煙室設置施設等に限る）＊

○ － －

（※１） 法律上指導・助言について明記していないが、喫煙を発見した場合、命令をする前に違反者に対して、指導により対応していく。その上で、繰り
返し指導してもなお喫煙を続ける等の改善が見られない場合に、命令をする。

（※２） 本法案における「過料」とは、秩序罰としての「過料」であり、法律秩序を維持するために、法令違反者に制裁として科せられるものである。ま
た、「過料」の金額については、都道府県知事等の通知に基づき、地方裁判所の裁判手続きにより決定される。
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